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危機に瀕するわが国の高度情報通信人材

高度情報通信人材育成の現状企業が新卒者に求める理想と現実のギャップ

わが国の高度情報通信人材育成の課題（2005年６月提言より）

（理 想）
情報関連専攻者を中心に、企業内の実践教育・業務
に耐えうる、ＩＴの高度な専門知識・スキルを備えた新卒
者を採用したい

（現 実）
新卒者のうち、即戦力たる人材はわずか１割。新卒者
向けＩＴ研修を受けても、業務に従事できない人材が約２
割もいる(日本経団連調査)

2006年以降のＩＴ国家戦略など、今後のＩＴ政策の最大の焦点は、「ＩＴの利活用の推進」

なかでも、ＩＴを活用し高い付加価値を創造できる高度情報通信人材の育成は重要課題
ソフトウェア(組み込みソフトを含む)は、わが国の中核技術として産業全体の競争力の一翼

しかし、現在、ソフトウェア開発・利用に携わる人材の質・量の不足が深刻化
⇒産学官で高度ＩＴ人材育成に向けたモデル拠点を新設し、リソースを結集する必要がある。

（海 外）
○米国では、産学官連携の下、大学で高度なＩＴ実践教
育を実施
○中国、韓国、インド等では、国策として、高度ＩＣＴ人材
育成に対する重点的取り組みを強化。世界的人材供給
基地として発展

(わ が 国)
○外国人技術者の活用、海外への業務委託が進展
○大学教育は、学術的な教育研究が中心で実務教育
は企業内のＩＴ研修で対応

〔http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2005/039/index.html〕
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日本経団連 政府等

2005年

2006年

200７年

６月 提言「産学官連携による高度情報通信人材の
育成強化に向けて」

12月 日本経団連、内閣官房、情報処理学会の主催により、「高度情報通信人材育成に関する産学官連携会
議」を開催(産学官関係者約200名が参加)

経団連より、「拠点大学設立に向けた提案」を公表

12月 2006年度政府予算案において、文部科学省
の「先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム」(6.3
億円)が新規予算化

４月 重点協力拠点および協力校を決定

1月 政府・ＩＴ戦略本部「ＩＴ新改革戦略」を策定。戦略
の重点分野の一つとして高度ＩＴ人材の育成を提示

10月 提言「次期ＩＣＴ国家戦略の策定に向けて」

７月 「先導的ITスペシャリスト育成推進プログラム
(文科省)」、「産学協同実践的IT教育訓練基盤強化
事業（経産省）」公募実施

選定結果が確定

査審

新コースの
立上げ支援

公
募
・
審
査

２００７年４月 モデル拠点開校

高度情報通信人材育成に関する動き

5月 「第二回高度情報通信人材育成に関する産学官連携会議」を開催(産学官関係者約150名が参加)



3

経団連が支援する高度ＩＴ人材育成拠点

筑波大学大学院 システム情報工学研究科

「高度ＩＴ人材育成のための実践的ソフトウェア開発専修プログラム（文科省採

択）」を新設

九州大学大学院 システム情報科学研究院

「次世代情報化社会を牽引するICTアーキテクト育成プログラム－社会情報
システム工学コース」（文科省採択）を新設

東海大学

組込み技術教育に向けたプログラミング言語実習の開発（経産省採択）

専門職大学院 組込み技術研究科を新設

立命館大学

大学における組込み技術キャリア教育プログラムの開発（経産省採択）

宇都宮大学（新都心共同大学院）

携帯電話用組込みアプリ開発技術の教育（経産省採択）

静岡大学

顧客志向による情報システム開発力強化プログラム（経産省採択）

琉球大学

ＥＴＳＳ準拠通信システム開発教育訓練事業（経産省採択）

重
点
協
力
拠
点

重
点
協
力
拠
点

協
力
校

協
力
校

※他の協力校・・・信州大学、東洋大学
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文部科学省プログラムの採択支援

育成する人材像定義とカリキュラムの共同策定

PBL、多彩な講師陣によるＩＴトレンド講義、ソフトウェア工学、プロジェクトマネ
ジメント等、実践重視のカリキュラムを策定

企業内教育などの教材を提供

企業の一線級人材を教員として派遣

常勤教員(筑波大学2名、九州大学2名)

非常勤講師(のべ約100名)

学生への呼かけ（初年度、定員を超える学生を確保）

企業奨学金創設（全国から学生を集めるため、月最大20万円を支給）

講演会や学生の対話による新コース参加への動機付け

コース開始後も産業界委員が引き続き運営に参画

中長期インターンシップの実施（今夏に期間1-2ヶ月で約50名を受け入れ）

講演会などへの協力

重点協力校との成果共有

非常勤講師等の推薦

拠点設立に向けた産業界支援の内容

重
点
協
力
拠
点

重
点
協
力
拠
点
（筑
波
大
、
九
大
）

（筑
波
大
、
九
大
）

協
力
校

協
力
校
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国際競争力強化を担うトップ人材”候補生”の育成

わが国の国際競争力強化を担うトップ人材 “候補生”として、

情報通信技術に対する幅広い基礎知識や、理論と応用力

ソフトウェア開発やシステム・インテグレーションに関する実践力

に関する教育を施し、5-10年後、プロジェクトマネージャ、ITアーキテクト、高度組込
みソフト技術者、CIO候補生として活躍できる人材の育成をめざす。

育成スピードの
短縮

新しい
スタートライン

産学連携による
高度なIT実践教育(大学院)

従来スタート
ライン

プロ人材

トップ

大 学 （院）

2年

8-15年

▲ 企業内で一から育成するやり方 ▲ 高度IT実践教育を取り入れたやり方

新人教育・トレーニー教育、現場OJT

プロ候補

スペシャリスト

プロ人材

トップ

プロ候補

スペシャリスト
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共有プラットフォームの必要性

重点協力拠点において産業界が欲するトップレベル人材の育成
コースが始動している

この取り組みは、一部の企業、大学関係者で共有される危機意
識によって立ち上がり継続している

この流れを、より安定的で継続的なものにするため、産学の連携
による実践IT教育の共有プラットフォーム（ナショナルセンター）
の設立を急がなければならない

このセンターにより、産業界からの支援リソースを有効に活用し、
主要大学での実践IT教育体制を整備し、高度なIT人材を社会に
供給する自律的なメカニズムを確立させていく

政府に対してナショナルセンターの実現を求めていく

ナショナルセンター
（実践ＩＴ教育の推進母体）

大学

政府

産業界
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共有プラットフォームの備えるべきファンクション

共有プラットフォームの備えるべきファンクション（機能）

1.実践IT教育に関する研究

2.実践IT教育の提供

3.モデルカリキュラムの策定と推奨

4.全国の大学と支援企業のコーディネーション・ハブ

5.教育アセットマネジメント

6.コミュニティの形成

7.FD （Faculty Development）
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今後の課題

2010年1500人育成体制に向けて

筑波大/九州大をモデル拠点として確実に成功させるための継続支援
様々な教育アセット(教材、PBLの題材、指導方法、評価改善方法、コース運
営体制等）の検証と蓄積

大学教員らとの協働促進 － 課題や危機感の共有

能力に応じた優先採用の検討

政府の資金補助終了後に備えた検討(平成22以降)
専門職大学院や定常コース化

蓄積した教育アセットを広く展開するための共有プラットフォーム

(ナショナルセンター的機能を有するICT専門職大学院等)の設立
安定的な産業界支援体制の確立

実践的IT教育に関する産学のコミュニティの形成

ＩＴをより魅力ある産業へ
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大 学 企
業

経団連が提言したモデル拠点のイメージ

経営系等

機械系、電気系
等

ＩＴ系
教授・教員

大学院

学 部

海 外

大学院
研究
機関 各

種
製
造
業
（
組
込
み
ソ
フ
ト
）

ユ
ー
ザ
ー
系
企
業

Ｉ
Ｔ
企
業

各分野の
トップクラス
の教員

各分野の
トップクラス
の教員

若手教員若手教員

ダブル
ディグリー

入学

若手・中堅の派
遣

インターン（実習）インターン（実習）

第一線の
専門家派遣
ノウハウ提供

第一線の
専門家派遣
ノウハウ提供

特別採用枠特別採用枠

学生交流
教授・教員の相互派遣
ノウハウの相互提供
等

学生交流
教授・教員の相互派遣
ノウハウの相互提供
等

1学年30～50人
学生と同じかそれ以上に教授・教員スタッ
フを配置
インターンシップやダブルディグリー（2つ
の学位取得を義務づける制度）など、実
践的な教育を実施

ナショナルセンター的機能
を有する

ICT専門職大学院

日本経団連 「産学官連携による高度情報通信人材の育成強化に向けて」(2005年6月)
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日本経団連 高度情報通信人材育成部会について

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
（
完
了
）

拠
点
選
定

◆座長：

岩野 和生 日本ｱｲﾋﾞｰｴﾑ 執行役員

◆委員：部会企業の 実務者を中心に構成

◆ミッション ：

○拠点に対する各企業の具体的支援・協力内
容のとりまとめと支援実施

拠点支援プロジェクトチーム

評価チーム
（NTTデータ）

共有ＰＦチーム
（日本電気）

筑波大学支援チーム
（日立製作所）

九州大学支援チーム
（富士通）

◆部会長：山下 徹 NTTデータ社長

◆委 員 ：ｷﾔﾉﾝ、KDDI、JTB情報システム、新日鉄ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ、住商情報ｼｽﾃﾑ、ｿﾆｰ、大成建設、大日本印刷、

ﾃﾞﾝｿｰ、東京海上日動火災保険、ﾄﾖﾀ自動車、日本ｱｲ･ﾋﾞｰ･ｴﾑ、日本電気、日本ﾕﾆｼｽ、日立製作所、富士ｾﾞﾛｯｸ

ｽ、富士通、ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ、三菱総合研究所、三菱電機、ﾘｺｰ、ﾙﾈｻｽﾃｸﾉﾛｼﾞ、JISA、JEITA、JUAS、IPA

◆ミッション ：

○高度情報通信人材育成の拠点設立、全体方針の決定

○拠点に対する施策・予算面での政府支援のための検討、働きかけ

高度情報通信人材育成部会

○

◆座長：

大力 修 新日鉄ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ 常務取締役

◆委員：部会企業の 実務者を中心に構成

◆ミッション ：

○拠点設立・展開に関る支援方針の策定

戦略・企画チーム
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